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◇◇◇はじめに◇◇◇

水田経営所得安定対策の収入減少影響緩和対策に係る平成19年産の交付金の支払い

は、７月上旬頃までに行われました。今回は、収入減少影響緩和対策特集号として、

、 。本対策のポイントや平成19年産の補てん状況等について ご説明させていただきます

◆◆◆収入減少影響緩和対策のポイント◆◆◆

本対策は、生産調整実施者である担い手の収入が、標準的収入額（過去５ヵ年のう

ち最高・最低を除く３ヵ年の平均収入）より下がった場合に、その差額の９割を補て

んする仕組みとなっています。また、その補てん原資は農業者が１、国が３の割合で

負担することとなっています〔図１ 。〕

http://www.maff.go.jp/j/ninaite/n_syunyu/pdf/one.pdf■〔図１〕→

本対策のポイントは、

ア まず、対象者が生産調整実施者である担い手（認定農業者、集落営農組織）であ

ることです。

このため、本対策は生産調整実施者のメリット措置として機能することとなりま

すが、本対策に加入している農業者の方からも「平成19年産の補てんが行われ、米

の生産調整実施者である対策加入者と生産調整非実施者で収入の明暗がはっきりし

た 「本対策に加入しておいて良かった」などの声が寄せられています。」、

イ 次に、減収額の９割まで補てんが行なわれることです。

このため、例えば、標準的収入額に比べ10％の減収となった場合でも、本対策に

より減収額の９割の補てんが行われることで、標準的収入額の99％まで収入が回復
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することになります。

「 、本対策に加入している農業者の方からも 予想していたより多くの補てんがあり

おおむね平成19年産の減収分をカバーできた」との声が寄せられています。

◆◆◆平成19年産における特例措置、平成20年産以降の措置◆◆◆

平成19年産米については、昨年秋に低水準の価格で取引がスタートしたことから、

米価下落による減収に対する農業者の不安を払拭するため、昨年12月に本対策の見直

しを行いました。

その結果〔図２ 、〕

ア 平成19年産においては、10％を超える減収があった場合でも、その10％を超える

減収について、通常は必要な農業者の積立金の拠出なしに国の負担分による補てん

が行われるよう措置されました。

イ また、平成20年産以降においては、農業者の選択により、10％超える減収に備え

た積立金の拠出も行えるよう仕組みが改善され、既存の10％の減収を想定した積立

金拠出コースに加え、新たに20％の減収を想定した積立金拠出コースが創設されま

した。

http://www.maff.go.jp/j/ninaite/n_syunyu/pdf/two.pdf■〔図２〕→

◆◆◆平成19年産の補てん(米)の実施地域◆◆◆

平成19年産の補てんについては、米でみると〔図３ 、〕

ア 本対策への加入者がいない東京都及び大阪府と、収入が増加した北海道の一部地

域を除く45道府県で、10％までの減収に対応する補てん（原則補てん）が行われ、

イ さらに、その45道府県中の35道府県の全域又は一部の地域で、10％を超える減収

に対応する補てん（追加補てん）が行われています。

http://www.maff.go.jp/j/ninaite/n_syunyu/pdf/three.pdf■〔図３〕→

◆◆◆平成19年産の補てん(米)による収入回復◆◆◆

本対策による補てんにより担い手の収入回復が図られることとなりますが、特に平

成19年産において減収が大きい地域において、そのメリットが出ています。

例えば、減収が10％を超えたＡ県においては〔図４ 、平成19年産の収入が標準的〕

収入額の89％まで減収していますが、

ア 10％までの減収に対応する原則補てんが行われたことにより98％まで収入が回復

し、

イ さらに、10％を超える減収に対応する追加補てんが行われたことで99％まで収入

が回復する結果となっています。

http://www.maff.go.jp/j/ninaite/n_syunyu/pdf/four.pdf■〔図４〕→
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◆◆◆生産調整実施者のメリット措置としての役割◆◆◆

本対策に加入した生産調整実施者にとって、特に平成19年産米において米価下落が

著しく減収が大きい地域では、メリット感が大きくなっています。

例えば、米価下落の著しかったＢ県においては〔図５ 、平成19年産収入額が標準〕

的収入額よりも２万円／10ａ程度減収していますが、

ア 生産調整非実施者は本対策による補てんメリットが受けられない一方で、

イ 本対策に加入している生産調整実施者であれば、１万７千円／10ａ程度(２千円

程度／俵)の補てんメリットを享受することとなりました。

http://www.maff.go.jp/j/ninaite/n_syunyu/pdf/five.pdf■〔図５〕→

◇◇◇おわりに◇◇◇

以上、本対策は、生産調整実施者のメリット措置として機能し、本対策加入者であ

る担い手の収入回復を図る仕組みとなっています。農業者の皆さんが本対策を有効に

活用していただくことで、本対策が皆さんの農業経営の安定により貢献できるよう、

今後とも制度の適切な運営に努めてまいります。

■ 当メルマガに対するご意見・ご質問は下記へお願いいたします。

→ https://www.voice.maff.go.jp/maff-interactive/people/ShowWebFormActio
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